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１．治水政策の課題（再掲）
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1時間降水量50mm以上の降水の発生回数
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気候変動気候変動

出典）国土交通省HP全国のアメダス地点約1300箇所の、１時間降水量の年間延べ発生件数

S51～60
平均209回

S61～H7
平均234回

H8～17
平均288回

S51～60
平均2.2回 S61～H7

平均2.2回

H8～17
平均4.7回

1時間降水量100mm以上の降水の発生回数

1時間降水量50mm以上の降水の発生回数
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100年後の降水量の変化が治水安全度に及ぼす影響

降水量の変化を予測すると、100年後には現在のおおむね1.1～1.3倍、
最大で1.5倍程度を見込むことが妥当

気候変動気候変動

降水量の変化によって、
現計画が目標としている治水安全度は著しく低下していく

出典）「地球温暖化に伴う気候変動が水関連災害に及ぼす影響について」H20.1 国土交通省資料
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２００４ 台風２３号
兵庫の円山川では、
堤防が切れるなど、
４１００haが浸水した。

２００４ 台風２３号
京都の由良川があふれ、
約３０名がバスの上で
助けをまった。

２００４ 台風２１号
三重県宮川村では、
７００mmを超える大雨が降り
土石流が発生。

２０００ 東海豪雨
新川などが決壊し、
川からあふれた洪水で
名古屋のまちが水浸しに。

２００２ 台風６号
岐阜県の大谷川があふれ、
むかし遊水地であった住宅街
が浸水。

２００４ 福井豪雨
福井の足羽川が決壊し、
市内が浸水。橋が流され、
交通網がマヒした。

滋賀県の周辺で発生した近年の水害滋賀県の周辺で発生した近年の水害
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①水害への危機感が薄れつつある。①水害への危機感が薄れつつある。

【【住民の課題住民の課題】】

自助
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� 洪水による被害を受けると「思わない」「あまり思わない」人の割合が約８割。

出典）県政モニターアンケート(H19.12)回答結果 回答者数：233人

県政モニターアンケートの結果県政モニターアンケートの結果

問：あなたは、今のお住まいが今後10年以内に洪水による被害を受けると
思いますか？

〈2〉18.9%

〈１〉4.7%

〈3〉39.5%

〈4〉36.9%

〈1〉そう思う

〈2〉少しそう思う

〈3〉あまり思わない

〈4〉思わない
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� 大雨注意報･警報、避難勧告･指示に比べ、はん濫注意情報、洪
水予報、水防予報を知っている住民が非常に少ない。

県政モニターアンケートの結果県政モニターアンケートの結果

問：水害や土砂災害の発生する危険性が高くなった時に出る情報のうち、
あなたが知っているものすべてに○をしてください。（複数回答可）

出典）県政モニターアンケート(H19.12) 回答結果 回答数：228人
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81

96

226①大雨注意報や大雨警報

②はん濫注意報

③洪水予報

④水防予報

⑤避難勧告や避難指示

⑥土砂災害警戒情報
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■防災スピーカー、サイレンなどを設置して危険を早く知らせて
ほしい。とにかく何も連絡なし。動けませんでした。

■避難勧告などが全く無く、情報が少なく、どう行動をとって
いいのか分からなかった。

■浸水が進んでも避難勧告がなく､避難できなかった。
市の責任は重い。

片田敏孝・群馬大学助教授が行った「平成16年7月新潟豪雨
災害に関する実態調査」のフリーアンサーより

住民の意識住民の意識

平成16年新潟・福島豪雨での住民の声
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平成16年新潟豪雨災害現地調査
金物工場で一人働く老人へのヒアリング

避難の理由を聞くも、老人は今でこそ旧式
の工場の機械が如何に高性能で作業に欠か
せなかったかを延々と語り続けた。

住民の意識住民の意識

平成10年8月末東日本豪雨災害
郡山市避難困難者ヒアリング調査

｢逃げろ｣と言われても､家が流れてしまったら
その後の人生はあまりにも辛い。
爺さんと苦労して建てたこの家が流れるの
だったら、私も一緒に流れたい。

防災講演会（2007.8 群馬大学片田教授）資料から転載
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①地域のコミュニティが弱くなっている。①地域のコミュニティが弱くなっている。

【【地域の課題地域の課題】】

共助
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地域防災力に関するアンケート調査結果地域防災力に関するアンケート調査結果

出典）地域防災力に関するアンケート（H20.2）回答結果 回答数：2,399

50%

19%

31% １．増えた

２．減った

３．特に変わらない

問：あなたの自治会では、昔（１０年程度前）と比べて地域で実施される行事は
増えましたか。それとも減りましたか。
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自主防災組織の組織率の推移

出典）消防白書
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� 防災が地震に偏っている。自主防災組織も地震がメインになっている。

� 組織率は高いが、住民が何をしないといけないか、といったところまでいっ
ていない。

滋賀県流域治水検討委員会（行政部会）で出された意見より

（自主防災組織が組織されている地域の世帯数／滋賀県下の全世帯数）×１００
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１．情報伝達機器（防災無線など）を操作する訓練

２．河川や被害情報などの収集・分析訓練

３．高い建物や避難場所に住民が避難する訓練

４．住民による土のう作り

５．浸水地区に取り残された住民を救助する訓練

６．ボートを使って人や物資などを搬送する訓練

７．避難所での避難生活を想定した訓練

８．炊き出し訓練

９．応急救護訓練

10．身体の弱い人やお年寄り（災害時要援護者）を介護する訓練

11．水害を想定した机上訓練や図上演習

12．その他

13．水防訓練は実施していない

出典）地域防災力に関するアンケート(H20.2)回答結果 自治会数：2,465 回答数：2,865

79%

21%

何らかの訓練を実施している

訓練を実施していない

地域防災力に関するアンケート調査結果地域防災力に関するアンケート調査結果

問 あなたの自治会では、水害に備えるための訓練（水防訓練）のうち、どれを実施
していますか。行政主催の訓練への参加や自治会で実施している訓練を挙げてく
ださい。（複数回答可）
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57%

10% 14%

19%

4%
13%

60%

23%

18才～29才

30才～41才

42才～49才

50才以上

平成１７年 ９,３６６人

出典：滋賀県消防年報

消防団（水防団）員の構成消防団（水防団）員の構成

5%

15%

75%
被雇用者

自営業者
家族従業員

その他

� 消防団員数は維持されてい
るものの、高齢化が進行。

� ７割以上が被雇用者
（サラリーマン団員）

昭和５５年 ９,４４３人

16

年齢区分別人口の推計値（滋賀県）
（出典：国立社会保障・人口問題研究所資料）
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� 滋賀県においても、少子高齢化が進行。

滋賀県における年齢区分別人口の推計滋賀県における年齢区分別人口の推計

2000年の東海豪雨で群馬大学の
片田敏孝助教授が調査した結果
出典：国土交通省河川局災害情報

【参考】

高齢者が避難に要した時間


